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はじめに 
 
環境技術実証モデル事業は、既に適用が可能な段階にありながら、環境保全効果等につ

いて客観的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、

その環境保全効果等を第三者が客観的に実証する事業をモデル的に実施することにより、

環境技術実証の手法・体制の確立を図るとともに、環境技術の普及を促進し、環境保全と

環境産業の発展を促進することを目的とするものである。  
本実証試験は、平成１８年１１月６日 環境省水・大気環境局が策定した「ヒートアイラ

ンド対策技術(建築物外皮による空調負荷低減技術)実証試験要領 第１版」(以下、「実証試
験要領」という。) に基づいて選定された実証対象技術について、実証試験要領に準拠して
実証試験を実施することで、以下に示す環境保全効果等を客観的に実証するものである。 

 
（実証項目） 
○遮蔽係数 
○熱貫流率 
○冷房負荷低減効果（数値計算） 
○室温上昇抑制効果（数値計算） 
○促進耐候試験 
本報告書は、その結果を取りまとめたものである。 
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○ 実証試験結果の概要 

実証対象技術／ 

環境技術開発者 
窓用日射遮蔽フィルム（RIVEX CR263C）／ 

リケンテクノス株式会社 
実証機関 財団法人 建材試験センター 

実証試験期間 平成 19 年 1 月 17 日～平成 19 年 3 月 1 日 
 

１．実証対象技術の概要 

（原理・材質等） 

ポリエステルフィルムにコーティングで金属酸化物微粒子を含有させ、これを窓ガラスに

接着剤貼付することにより、日射を吸収する。 

 
２．実証試験の概要 

○ 数値計算設定条件 

２－１．対象建物 

住宅（戸建ＲＣ造）のリビングダイニングスペース（１階）、オフィスの南事務室（「標準問題
の提案（住宅用標準問題、オフィス用標準問題）」（日本建築学会 環境工学委員会 熱分科会第 15回熱シンポジ
ウム、1985 年）に基づき設定。ただし、オフィスの建物設定については、ＷＧにおける検討を踏まえ、ガラス窓
を縦 1,800mmから、縦 2,600mmに変更している。） 

２－２．使用気象データ 

東京・大阪９０年代標準年 

２－３．冷暖房設定 

 冷房設定温度（℃） 暖房設定温度（℃） 稼働時間 
住宅 26.6 21.0 6～9時・12～14時・16～22時 
オフィス 26.7 21.9 平日 8～18時・土曜日 8～13時 
（参照：冷暖房設定温度については、（財）省エネルギーセンター、「平成17年度省エネルギー対策実態調査結果」、 
稼働時間については、「標準問題の提案（住宅用標準問題、オフィス用標準問題）」） 

２－４．ＣＯＰの設定 

 冷房（－） 暖房（－） 
住宅 4.67 5.14 
オフィス 3.55 3.90 

（参照：（財）省エネルギーセンター、「省エネ性能カタログ 2006年 夏版」、「省エネ性能カタログ 業務用エアコン」） 

２－５．電力単価の設定 

電力単価（円／kWh）（税込） 
地域 建築物 標準契約種別 

夏季※ その他季※ 
住宅 従量電灯 B 21.0420（消費電力 120～300kWh／月） 

東京 
オフィス 業務用電力 12.0015 10.9095 
住宅 従量電灯 A 24.4860（消費電力 120～300kWh／月） 

大阪 
オフィス 高圧電力 AS 11.7075 10.6365 

※ 夏季：７月１日～９月 30 日、その他季：10 月１日～６月 30 日 

※ 燃料価格変動に依存する燃料費調整単価は 0円／kWh と仮定。  



 ii 
 

３．実証試験結果 

○ 空調負荷低減性能実証項目／環境負荷・維持管理等実証項目 

 【測定結果】                                 

 
促進耐候 

試験前 

促進耐候

試験後 

遮蔽係数（－） 0.70 0.69 

熱貫流率（W/m2・K） 5.9 5.9 

【参考項目】 

 
促進耐候 

試験前 

促進耐候

試験後 

可視光線透過率（％） 66.9 64.4 

日射透過率（％） 45.7 43.7 

日射反射率（％） 6.5 5.7 

 

【分光透過率の特性】 
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※ 短波長限界 380～400nm、長波長限界 760～780nmの電磁波は可視光線、700nm以上の電磁波は赤外線に相当 
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○ 数値計算により算出する実証項目／環境負荷・維持管理等実証項目 

 【計算結果】 

東京都 大阪府  

住宅 オフィス 住宅 オフィス 

熱量
109kWh/月

貼付前  726.9kWh/月

49kWh/月
貼付前 2196.4kWh/月

121kWh/月 
貼付前  841.9kWh/月 

59kWh/月
貼付前 2440.6kWh/月

冷房負荷低

減効果 

（ 夏 季 １ ヶ

月） 
電 気

料金
489 円/月  164 円/月 636 円/月 194 円/月

熱量
389kWh/４ヶ月

貼付前2293.3kWh/4ヶ月

154kWh/４ヶ月
貼付前6406.7kWh/4ヶ月

422kWh/４ヶ月 
貼付前3177.2kWh/4ヶ月 

176kWh/４ヶ月
貼付前8491.1kWh/4ヶ月

冷房負荷低

減効果 

（夏季 ６～

９月） 

電 気

料金
1754 円/４ヶ月 513 円/４ヶ月 2211 円/４ヶ月 570 円/４ヶ月

 

自 然

室温

1.8℃

（38.5℃→36.7℃）

0.5℃

（37.8℃→37.3℃）

1.9℃ 

（39.8℃→37.9℃） 

0.4℃

（38.1℃→37.7℃）
室温上昇抑

制効果 

（ 夏季  15

時） 
体 感

温度

1.5℃

（38.1℃→36.6℃）

0.1℃

（30.8℃→30.7℃）

1.6℃ 

（39.3℃→37.7℃） 

0.2℃

（31.0℃→30.8℃）

※ 冷房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する冷房負荷熱量及び低減する負荷熱量からＣＯＰ・電

力単価により換算した電気料金。冷房負荷熱量の低減は、ヒートアイランド現象の要因である空冷室外機を通して

外部環境に排出される熱量の低減に相当する。 

※ 自然室温：冷房を行わないときの室温 

※ 体感温度：放射温度を考慮した温度で、室温の割合を 0.5、室内周壁等の平均放射温度の割合を 0.5 とした温度 

オフィスの冷房負荷
削減効果

（夏季１ヶ月）[kWh]
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 【参考項目】 

東京都 大阪府  

住宅 オフィス 住宅 オフィス 

熱量 
－91kWh/月

貼付前   61.7kWh/月

－73kWh/月
貼付前  488.3kWh/月

－77kWh/月 
貼付前  198.6kWh/月 

－43kWh/月
貼付前  835.5kWh/月

暖房負荷低減

効果 

（冬季 １ヶ月） 
電 気

料金 
－373 円/月 －204 円/月 －367 円/月 －117 円/月

※ 暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する暖房負荷量。暖房負荷の低減は、空調により室内に

加える熱量の低減に対応する。冬季では日射遮蔽フィルムの貼付に伴い、窓面からの日射が遮蔽されるために、暖

房負荷は増大する。 

 

【計算結果・参考項目に共通する注意点】 

※ モデル的な住宅・オフィスを想定し、各種前提を置いた上で数値計算した結果 

※ 夏季 15 時は８月１日 15 時、夏季１ヶ月は８月１～31 日、夏季６～９月は６月１日～９月３０日、冬季１ヶ月

は２月１日～28 日 

※ 日射が遮蔽され、室内が暗くなることに伴う、照明による熱負荷の増加は考慮していない。 

※ 冷房・暖房負荷低減効果の熱量の欄にある「貼付前 ○○kWh/月」とは、フィルムを貼付しない状態において、

日射・電気機器等により室内に加えられる熱負荷の総和を示している。 

※ 電気料金について、本計算では日射遮蔽フィルムの有無による室内熱負荷の差を検討の対象としていることから、

種々の仮定が必要となる総額を見積もることをせず、熱負荷の変化に伴う空調電気料金の差額のみを示している。 
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（参考情報） 

このページに示された情報は、全て環境技術開発者が自らの責任において申請した内容であり、

環境省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 

 ○ 製品データ 

項目 環境技術開発者 記入欄 

製品名・型番 RIVEX CR263C  

製造（販売）企業名 リケンテクノス株式会社 

TEL／FAX TEL：03-3663-8187            FAX：03-3663-8008 
Web アドレス http://www.rikentechnos.co.jp/ 

連
絡
先 E-mail y-nakamura@rikentechnos.co.jp 
フィルム全厚 106（μm） 

最大ロール幅 1524（mm） 

対応する建
築物・窓など 

オフィス、病院、ホテルなどの商業ビルの窓ガラス 
集合、戸建住宅など窓ガラス など 

施工上の留
意点 

①水貼り施工に際しては、家庭用中性洗剤の水溶液をご使用くださ
い。 
②圧着に際しては、ゴム製スキージーをご使用ください。 設

置
条
件 その他設置

場所等の 
制約条件 

①網入りガラス、熱線吸収ガラス、熱線反射ガラス、垂直面以外の
ガラスに施工されますとガラスの「熱割れ現象」が発生する場合が
あります。 
②高温、多湿、光の反射が強い場所、またこのような環境が繰り返
される場所ではフィルムの変色、ふくれなど性能低下が発生する場
合があります。 

メンテナンスの必
要性 
耐候性・製品寿命な
ど 

日常のご注意：金属や鋭利なものでキズを付けないご注意くださ
い。フィルム表面にステッカー、シール、テープ、ポスターなどを
貼り付けないでください。 
メンテナンスについて：ブラシや研磨剤での清掃はおやめくださ
い。汚れが付着した場合は濡らした布やスポンジなど柔らかいもの
で水拭きしてください。 
保証について：保証期間は原則として、施工完了日より起算し内貼
り製品で５年、外貼り製品で３年です。製品もしくは施工状況など
により保証期間が適用されない場合があります。 

技術上の特徴 

金属酸化物微粒子を使用した赤外線カットフィルム。 
構成：ハードコート層(2μm)／PET(50μm)／コート層(4μm)／粘
着層(12μm)／剥離フィルム(38μm)、色調：透明（淡グリーン色） 
新製品。赤外線カットをより高めたタイプ。効率よく赤外線をカッ

トします。 

イニシャルコスト 

 標準材工価格 ¥17,000 1㎡ 
    
    

    

コスト概算 

 合  計 ¥17,000 1㎡ 
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対象製品 

○ その他メーカーからの情報 
近赤外域優れた吸収特性をもつ金属酸化物超微粒子をハードコート層に分散。セラミ
ック微粒子を使用しているため効果が半永久的に持続します。窓ガラスに施工されます
と熱線吸収ガラスと同等な性能が得られます。採用を決定される場合は事前に在庫状況
を当社および当社代理店にお問い合わせください。「ＲＩＶＥＸ」はガラス専用フィル
ムです。プラスチック（アクリル、ポリカーボネートなど）へは施工できません。「Ｒ
ＩＶＥＸ」は内貼り専用フィルムです。外部への施工はできません。 
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○ 本編 
 
Ⅰ． 実証試験の概要と目的  
 
環境技術実証モデル事業は、既に適用が可能な段階にありながら、環境保全効果等につ

いて客観的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、

その環境保全効果等を第三者が客観的に実証する事業をモデル的に実施することにより、

環境技術実証の手法・体制の確立を図るとともに、環境技術の普及を促進し、環境保全と

環境産業の発展を促進することを目的とするものである。  
 
本実証試験は、平成１８年１１月６日に環境省水・大気環境局が策定した実証試験要領

に基づいて選定された実証対象技術について、実証試験計画書に基づき実証試験を実施し

たことで、以下に示す環境保全効果等を客観的に実証するものである。 
 
（実証項目） 
 
○遮蔽係数 
○熱貫流率 
○冷房負荷低減効果（数値計算） 
○室温上昇抑制効果（数値計算） 
○促進耐候試験 
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Ⅱ． 実証試験参加組織と実証試験参加者の責任分掌  
 

実証試験に参加する組織は、図２－１に示すとおりである。また、実証試験参加者

とその責任分掌は、表２－１に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１ 実証試験参加組織 
 

表２－１ 実証試験参加者の責任分掌 

区分 実証試験参加機関 責任分掌 参加者 
実証試験の運営管理 
実証対象技術の公募・審査 

（財）建材試験セン

ター 性能評価本部

適合証明課 技術実証委員会の設置・運営 
島崎 清幸 

品質管理システムの構築 
実証試験計画の策定 
実証試験の実施・運営 
実証試験データ・情報の管理 
実証試験結果報告書の作成 

（財）建材試験セン

ター  中央試験所 
品質性能部 環境グ

ループ 
その他実証試験要領で定められた業務 

藤本 哲夫 
萩原 伸治 
田坂 太一 
村上 哲也 

内部監査の総括 

実証 
機関 

（財）建材試験セ

ンター  中央試験所 
品質性能部 実証試験データの検証 黒木 勝一 

実証機関への必要な情報提供と協力 
実証対象製品の準備と「運転及び維持管理

マニュアル」の提供 
費用負担及び責任をもって実証対象製品

の運搬、施工、撤去等を実施 
既存の性能データの提供 

環境 
技術 
開発者 

リケンテクノス㈱ 

実証試験報告書の作成における協力 

中村 裕二 

環境省 
水・大気環境局 

実証機関 
（財）建材試験センター 
・性能評価本部適合証明課 
・中央試験所 品質性能部 

環境技術開発者 
リケンテクノス株式会

社 

技
術
実
証
委
員
会 
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Ⅲ．実証対象技術の概要 
（１）実証対象技術の原理 

ポリエステルフィルムにコーティングで金属酸化物微粒子を含有させ、これを窓ガラ

スに接着剤貼付することにより、日射を吸収する。 
 

（２）実証対象技術の仕様（厚み、色など） 
○ 製品データ 

項目 環境技術開発者 記入欄 

製品名・型番 RIVEX CR263C  

製造（販売）企業名 リケンテクノス株式会社 

TEL／FAX TEL：03-3663-8187            FAX：03-3663-8008 
Web アドレス http://www.rikentechnos.co.jp/ 

連
絡
先 E-mail y-nakamura@rikentechnos.co.jp 
フィルム全厚 106（μm） 

最大ロール幅 1524（mm） 

対応する建
築物・窓など 

オフィス、病院、ホテルなどの商業ビルの窓ガラス 
集合、戸建住宅など窓ガラス など 

施工上の留
意点 

①水貼り施工に際しては、家庭用中性洗剤の水溶液をご使用くださ
い。 
②圧着に際しては、ゴム製スキージーをご使用ください。 設

置
条
件 その他設置

場所等の 
制約条件 

①網入りガラス、熱線吸収ガラス、熱線反射ガラス、垂直面以外の
ガラスに施工されますとガラスの「熱割れ現象」が発生する場合が
あります。 
②高温、多湿、光の反射が強い場所、またこのような環境が繰り返
される場所ではフィルムの変色、ふくれなど性能低下が発生する場
合があります。 

メンテナンスの必
要性 
耐候性・製品寿命な
ど 

日常のご注意：金属や鋭利なものでキズを付けないご注意くださ
い。フィルム表面にステッカー、シール、テープ、ポスターなどを
貼り付けないでください。 
メンテナンスについて：ブラシや研磨剤での清掃はおやめくださ
い。汚れが付着した場合は濡らした布やスポンジなど柔らかいもの
で水拭きしてください。 
保証について：保証期間は原則として、施工完了日より起算し内貼
り製品で５年、外貼り製品で３年です。製品もしくは施工状況など
により保証期間が適用されない場合があります。 

技術上の特徴 

金属酸化物微粒子を使用した赤外線カットフィルム。 
構成：ハードコート層(2μm)／PET(50μm)／コート層(4μm)／粘
着層(12μm)／剥離フィルム(38μm)、色調：透明（淡グリーン色） 
新製品。赤外線カットをより高めたタイプ。効率よく赤外線をカッ

トします。 

イニシャルコスト 

 標準材工価格 ¥17,000 1㎡ 
   
   

   

コスト概算 

 

合  計 ¥17,000 1㎡ 
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○ その他メーカーからの情報 

近赤外域優れた吸収特性をもつ金属酸化物超微粒子をハードコート層に分散。セラミ
ック微粒子を使用しているため効果が半永久的に持続します。窓ガラスに施工されます
と熱線吸収ガラスと同等な性能が得られます。採用を決定される場合は事前に在庫状況
を当社および当社代理店にお問い合わせください。「ＲＩＶＥＸ」はガラス専用フィルム
です。プラスチック（アクリル、ポリカーボネートなど）へは施工できません。「ＲＩＶ
ＥＸ」は内貼り専用フィルムです。外部への施工はできません。 
 

 
 
 

対象製品 
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Ⅳ．実証試験の内容 
１．試験期間 

（１）試験体搬入 

   ２００７年１月１８日 
（２）光学特性測定 

   ２００７年１月１６日～１月２２日 
（３）促進耐候性試験 

   ２００７年２月６日～２月２２日 
（４）LESCOM による数値計算 

   ２００７年１月２４日～３月１日 
 
２．空調負荷低減性能実証項目 

２－１．空調負荷低減性能実証項目 

（１）遮蔽係数 

 透過光の光束と入射光の光束の比。フィルムを貼付した厚さ 3mmの板ガラスに入射した
日射が、一度吸収された後に入射面の反対側に再放射される分も含んで透過する率を、板

ガラスだけの場合を１として表した係数。JIS A 5759（建築窓ガラス用フィルム）に従い下
記項目の測定を行う。 
  a）可視光線透過率（参考）：可視光線の透過光の光束と入射光の光束の比。一般に可

視光線の波長範囲の短波長限界は 380～400nm、長波長
限界は 760～780nm。 

b）日射透過率（参考）：日射の透過光の光束と入射光の光束の比。 
c）日射反射率（参考）：日射の反射光の光束と入射光の光束の比。 
d）垂直放射率（参考）：空間に放射する熱放射の放射束の、同じ温度の黒体が放射す

る熱放射の放射束に対する比 
 これらの測定結果を基に遮蔽係数を算出する。 
  a）～d）の各項目の測定結果は参考項目として示し、JISで定める各積算値及び、分光
反射率・分光透過率の図を添付する。 
  JIS A 5759では測定サンプル数に規定はないが、今回の実証対象であるフィルムは、
製品自体のバラツキはさほど大きくないことを考慮して試験体数は N=1とする。ただし、
施工精度等の問題も考えられるため、代表的なもの２～３種類については N=3で測定を
行い、試験体による測定結果のバラツキの有無を確認する。 
  また、JISでは試験片の大きさを 70mm×150mmと規定しているが、測定装置（積分
球付分光光度計）にそのまま装着できる寸法として、70mm×100mmの寸法とする。分
光光度計での測定では、測定範囲は 10mmφ以下であり、寸法を変更することで測定結
果に影響を与えることはない。 
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（２）熱貫流率 

  フィルムに貼付した厚さ 3mmの板ガラスについてその両側の空気温度差が 1℃のとき、
面積 1ｍ2当たり単位時間に通過する熱量。 
（１）、d）の垂直放射率測定結果から、JISに定める方法で熱貫流率を算出する。JIS
では表面熱伝達率に JIS R 3106（板ガラス類の透過率・反射率・放射率・日射熱取得率
の試験方法）の 1985年版の冬の値を採用している。 

 
２－２．数値計算により算出する実証項目 

本項目における実証結果は、レスポンス・ファクター法に基づく非定常熱負荷計算プ

ログラム「LESCOM-env」により算出する。「LESCOM」とは旧通産省生活産業局の住
機能向上製品対策委員会で開発された多数室非定常熱負荷計算プログラムであり、今回、

東京理科大学武田仁教授がフィルム貼付開口部等を追加開発し、「LESCOM-env」とした
ものである。計算条件及び計算による出力項目は下記の通りとする。 

 

計算条件 

① 対象建物 

住宅（戸建ＲＣ造）、オフィス 
（「標準問題の提案（住宅用標準問題、オフィス用標準問題）」（日本建築学会 環境工

学委員会 熱分科会第 15 回熱シンポジウム、1985 年））に基づき設定。ただし、オ
フィスの建物設定については、ＷＧにおける検討を踏まえ、ガラス窓を縦 1,800mm
から、縦 2,600mmに変更している。） 

 
② 使用気象データ 

東京・大阪９０年代標準年 
 

③ 冷暖房設定 

冷暖房設定温度については、（財）省エネルギーセンターの「平成 17年度省エネルギ
ー対策実態調査結果」を適用。また、稼働時間については、「標準問題の提案（住宅用

標準問題、オフィス用標準問題）」を適用。 
表Ⅲ－１ 冷暖房設定 

 冷房設定温度（℃） 暖房設定温度（℃） 稼働時間 
住宅 26.6 21.0 6～9時・12～14時・16～22時 
オフィス 26.7 21.9 平日 8～18時・土曜日 8～13時 
注 平均冷暖房設定温度は調査結果に掲載されていないので、調査結果データから（財）省エネルギ

ーセンターの担当者に計算方法を確認して算出した値。 
 



 7 
 

④ ＣＯＰ（Coefficient of Performance：エネルギー消費効率） 

熱負荷の低減効果を熱量単位（kWh）だけでなく、電気料金の低減効果（円）として
も示すため、定格出力運転時における消費電力 1kW当たりの冷房・暖房能力（kW）を
表した COP及び電力単価を設定する。 
（財）省エネルギーセンターの「省エネ性能カタログ」より、表Ⅲ－３の条件下にお

いて冷房期間や暖房期間毎に算出された COPの平均値（表Ⅲ－２）を適用。 
表Ⅲ－２ COPの設定 

 冷房（－） 暖房（－） 
住宅 注１ 4.67 5.14 
オフィス 注２ 3.55 3.90 
注１：省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ 2006年 夏版」より、エアコン冷房能力 2.8kW（8

～12畳）の製品の各メーカーのカタログ値を参考に設定。 
注２：省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ 業務用エアコン」より、冷房能力 14.0kWクラス

４方向カセット型の業務エアコンが８基あると想定、各メーカーのカタログ値を参考に設定。 
 

表Ⅲ－３ 期間 COPの算出条件 
項目 条件 

 東京をモデルとしている。 
冷房時 乾球温度 35℃ 

外気温度 

暖房時 乾球温度 7℃（湿球温度 6℃） 
冷房時 乾球温度 27℃（湿球温度 19℃） 

室内設定温度 
暖房時 乾球温度 20℃ 
冷房 3.6ヶ月間（6月 2日～9月 21日） 

期間 
暖房 5.5ヶ月間（10月 28日～4月 14日） 

使用時間 6：00～24：00の 18時間 
住宅 JIS C9612による平均的な住宅（木造、南向き、洋室） 
参照１：省エネ性能カタログ 2006年夏版（２．エアコン） 
参照２：オフィス・店舗向けエアコンの省エネ性能 2006春（省エネ性能一覧表の見方） 

 
⑤ 電力単価 

東京電力、関西電力に標準的な契約条件等を確認し、下記の通り電力単価を設定。 
表Ⅲ－４ 電力単価の設定値 

電力単価（円／kWh）（税込） 
地域 建築物 標準契約種別 

夏季注 その他季注 
住宅 従量電灯 B 21.0420 

東京 
オフィス 業務用電力 12.0015 10.9095 
住宅 従量電灯 A 24.4860 

大阪 
オフィス 高圧電力 AS 11.7075 10.6365 

注 夏季：７月１日～９月 30 日、その他季：10 月１日～６月 30 日 

（基本的な考え方） 

電力料金は、主に基本料金等と電力量料金の和（消費税も掛かる）。日射遮蔽フィルムによる空調負

荷低減効果を算出する上で、契約内容等の条件を固定すると、基本料金等はフィルム貼付前後で一定
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となり、日射遮蔽による影響を受けるのは空調負荷量に依存する電力量料金のみになる。 

電力量料金を算出するには電力量料金単価と燃料費調整単価（石油等の燃料価格変動に依存、正負

の値を取る）を決定する必要がある。 

燃料費調整単価（住宅の場合は低圧供給、オフィスの場合は高圧供給の値を適用）については、石

油高の最近では正の値になっているものの（東京電力：平成 19年 1～3月は+0.48円／kWh）、石油安

の場合には負の値を取ることから、気象データを勘案して 90年代を想定し、計算では 0円とする。燃

料費調整単価を 0 円とすることで、１ヶ月の電力使用量に積算されるパラメータは電力量料金単価の

みとなる。 

住宅の電力量料金単価については、１ヶ月の消費電力によって三段階の料金制度となるが、東京電

力・関西電力ともに、標準的な家庭における１ヶ月の消費電力は 300kWh以下であるので、空調負荷

低減効果の算定には第二段階：120～300kWhの電力量料金単価を適用。 

オフィスの電力量料金単価については、標準的な業務用ビルにおける契約電力は 500kW未満である

ことを考慮し、この条件に適合した業務用ビルや商業施設などで平日の昼間に電気の使用が多い場合

の契約を適用（夏季とその他季で電力量料金が異なる）。 

 

⑥ 実証項目・参考項目の設定期間 

実証項目・参考項目の設定期間は下記の通りとする。 
表Ⅲ－５ 数値計算による実証項目・参考項目の設定期間について 

項目 想定期間 設定期間 
夏季１ヶ月 ８月 

冷房負荷低減効果 
夏季６～９月 ６月１日～９月３０日注 

室温上昇抑制効果 夏季１５時 ８月１日の１５時 
暖房負荷低減効果 冬季１ヶ月 ２月 
注 オフィスの電力単価については、６月１日～６月３０日までは「その他季」の単価を、７月１

日～９月３０日までは「夏季」の単価を適用。 
 

出力項目 

本実証試験では、住宅（建物正面・居室は南面）は１階の LDK、オフィス（建物正
面は南面）は基準階（２～８階の何れか１フロア）の事務室を対象に計算を行う。数値

計算により算出する各実証項目・参考項目は、出力リストの下線の項目における、フィ

ルム貼付の有無による差分量として求める。 
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表Ⅲ－６ LESCOMによる出力リスト 
対応する項目 住宅（戸建ＲＣ造） オフィス 

建物全体冷房負荷量 建物全体冷房負荷量 
リビングダイニングスペース冷房負

荷量 
南事務室冷房負荷量 

リビングダイニングスペースの部位

別冷房負荷量 
南事務室の各部位別冷房

負荷量 

冷房負荷低減効果 
（夏季１ヶ月、 
夏季６～９月） 

（kWh/月、円/月、 
kWh/４ヶ月、円/

４ヶ月） 開口部詳細冷房負荷量 開口部詳細冷房負荷量 
室温上昇抑制効果 
（夏季 15時） 
（℃） 

リビングダイニングスペースの８月

１日の自然室温（冷房無）、及び体感

温度 

南事務室の８月１日の自

然室温 （冷房無）、及び

体感温度 
建物全体暖房負荷量（参考のため） 建物全体暖房負荷量（参考

のため） 暖房負荷低減効果 
（参考項目） 
（冬季１ヶ月） 
（kWh/月、円/月） 

リビングダイニングスペースの部位

別暖房負荷量 
（参考のため） 

南事務室の各部位別暖房

負荷量 （参考のため） 

上記の条件設定に基づき、下記の実証試験項目及び参考項目を算出する。 

 

実証試験項目及び参考項目 

（１）冷房負荷低減効果 

  日射遮蔽フィルムの貼付による夏季１ヶ月（８月）、夏季６～９月（６月１日～９月３

０日）における冷房負荷の低減効果について、数値計算により算出する。 
熱負荷計算プログラム「LESCOM」により、２－１．（１）、（２）で測定した遮蔽係数
と熱貫流率を用いて数値計算を行う。計算条件の設定は「ヒートアイランド対策技術（建

築物外皮による空調負荷低減技術）実証試験要領（H18年 11月 6日）」（14～17ページ）
及び技術実証委員会における検討を踏まえ、上記の通りとする。 
なお、熱負荷の低減効果を熱量単位（kWh）から電気料金（円）に換算する際には下
記の式によるものとする。 
電気料金（円）＝電気料金（円／kWh）×（熱負荷の低減量（kWh））／COP（－） 

 
（２）室温上昇抑制効果 

  日射遮蔽フィルムの貼付による夏季 15時（８月１日）における室温の上昇抑制効果に
ついて、数値計算により算出する。計算条件等の設定については上記の通りとする。 

 
（３）暖房負荷低減効果（参考） 

  日射遮蔽フィルムの貼付による冬季１ヶ月（２月）における暖房負荷の低減効果につ

いて、数値計算により参考項目として算出する。計算条件等の設定については（１）と

同様とする。 
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３．環境負荷・維持管理等実証項目の実証試験 

（１）促進耐候試験 

  JIS A 5759に従い、サンシャインウェザーメータによる 200時間の暴露試験を行う。
暴露終了後、２―１の手法に基づいて遮蔽係数、熱貫流率の測定を行い、測定値の変化

を確認する。 
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Ⅴ．実証試験結果と検討 
１．空調負荷低減性能実証項目／環境負荷・維持管理等実証項目 

 【測定結果】                                 

 
促進耐候 

試験前 

促進耐候

試験後 

遮蔽係数（－） 0.70 0.69 

熱貫流率（W/m2・K） 5.9 5.9 

【参考項目】 

 
促進耐候 

試験前 

促進耐候

試験後 

可視光線透過率（％） 66.9 64.4 

日射透過率（％） 45.7 43.7 

日射反射率（％） 6.5 5.7 

 

 
【分光透過率の特性】 
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※ 短波長限界380～400nm、長波長限界760～780nmの電磁波は可視光線、700nm以上の電磁波は赤外線に相当 
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２．数値計算により算出する実証項目 
【計算結果】 

東京都 大阪府  

住宅 オフィス 住宅 オフィス 

熱量
109kWh/月

貼付前  726.9kWh/月

49kWh/月
貼付前 2196.4kWh/月

121kWh/月 
貼付前  841.9kWh/月 

59kWh/月
貼付前 2440.6kWh/月

冷房負荷低

減効果 

（ 夏 季 １ ヶ

月） 
電 気

料金
489 円/月  164 円/月 636 円/月 194 円/月

熱量
389kWh/４ヶ月

貼付前2293.3kWh/4ヶ月

154kWh/４ヶ月
貼付前6406.7kWh/4ヶ月

422kWh/４ヶ月 
貼付前3177.2kWh/4ヶ月 

176kWh/４ヶ月
貼付前8491.1kWh/4ヶ月

冷房負荷低

減効果 

（夏季 ６～

９月） 

電 気

料金
1754 円/４ヶ月 513 円/４ヶ月 2211 円/４ヶ月 570 円/４ヶ月

 

自 然

室温

1.8℃

（38.5℃→36.7℃）

0.5℃

（37.8℃→37.3℃）

1.9℃ 

（39.8℃→37.9℃） 

0.4℃

（38.1℃→37.7℃）
室温上昇抑

制効果 

（ 夏季  15

時） 
体 感

温度

1.5℃

（38.1℃→36.6℃）

0.1℃

（30.8℃→30.7℃）

1.6℃ 

（39.3℃→37.7℃） 

0.2℃

（31.0℃→30.8℃）

※ 冷房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する冷房負荷熱量及び低減する負荷熱量からＣＯＰ・電

力単価により換算した電気料金。冷房負荷熱量の低減は、ヒートアイランド現象の要因である空冷室外機を通して

外部環境に排出される熱量の低減に相当する。 

※ 自然室温：冷房を行わないときの室温 

※ 体感温度：放射温度を考慮した温度で、室温の割合を 0.5、室内周壁等の平均放射温度の割合を 0.5 とした温度 

オフィスの冷房負荷
削減効果

（夏季１ヶ月）[kWh]
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 【参考項目】 

東京都 大阪府  

住宅 オフィス 住宅 オフィス 

熱量 
－91kWh/月

貼付前   61.7kWh/月

－73kWh/月
貼付前  488.3kWh/月

－77kWh/月 
貼付前  198.6kWh/月 

－43kWh/月
貼付前  835.5kWh/月

暖房負荷低減

効果 

（冬季 １ヶ月） 
電 気

料金 
－373 円/月 －204 円/月 －367 円/月 －117 円/月

※ 暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する暖房負荷量。暖房負荷の低減は、空調により室内に

加える熱量の低減に対応する。冬季では日射遮蔽フィルムの貼付に伴い、窓面からの日射が遮蔽されるために、暖

房負荷は増大する。 

 

【計算結果・参考項目に共通する注意点】 

※ モデル的な住宅・オフィスを想定し、各種前提を置いた上で数値計算した結果 

※ 夏季 15 時は８月１日 15 時、夏季１ヶ月は８月１～31 日、夏季６～９月は６月１日～９月３０日、冬季１ヶ月

は２月１日～28 日 

※ 日射が遮蔽され、室内が暗くなることに伴う、照明による熱負荷の増加は考慮していない。 

※ 冷房・暖房負荷低減効果の熱量の欄にある「貼付前 ○○kWh/月」とは、フィルムを貼付しない状態において、

日射・電気機器等により室内に加えられる熱負荷の総和を示している。 

※ 電気料金について、本計算では日射遮蔽フィルムの有無による室内熱負荷の差を検討の対象としていることから、

種々の仮定が必要となる総額を見積もることをせず、熱負荷の変化に伴う空調電気料金の差額のみを示している。 
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○ 付録 
１．データの品質管理 
本実証試験を実施にあたり、データの品質管理は、（財）建材試験センターが定める品質

マニュアルに従って管理した。  
 
（１）測定操作の記録方法 

記録用紙は､(財) 建材試験センター規程による試験データシート、実測値を記録する
コンピュータープリントアウト及び実証試験要領に規定した成績書とした。  

 
（２）精度管理に関する情報 

JIS Q 17025:2000（ISO/IEC17025:1999）「試験所及び校正機関の能力に関する一般
要求事項」に準拠した測定トレーサビリティによりデータの精度管理を行った。 

 
２．データの管理、分析、表示 
（１） データ管理とその方法 

本実証試験から得られる以下のデータは、（財）建材試験センターが定める品質マ

ニュアルにしたがって管理するものとする。データの種類は次のとおり。  

・空調負荷低減性能項目のデータ  

・環境負荷、維持管理等実証項目のデータ  

 

（２） データ分析と評価 

本実証試験で得られたデータについては、必要に応じ統計分析の処理を実施すると

ともに、使用した数式を実証試験結果報告書に記載した。  

実証項目の測定結果の分析・表示方法は以下のとおりである。  

 

1)空調負荷低減性能項目のデータ 

・遮蔽係数、熱貫流率、冷房負荷低減効果、室温上昇抑制効果 

2)環境負荷,維持管理等実証項目のデータ 

・促進耐候性 

 

３．監査 
本実証試験で得られたデータの品質監査は、（財）建材試験センターが定める

品質マニュアルに従って行うものとする。実証試験が適切に実施されていること

を確認するために実証試験の期間中に内部監査を実施した。  

この内部監査は、本実証試験から独立している（財）建材試験センター中央試

験所品質性能部長を内部監査員として任命し実施した。  


